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参考資料 

 

 

 

資料 1 RATE MANUAL  

2006年7月1日より実施された料率であり、 A Public Meeting of the Governing 

Board of the California Earthquake Authority（2006.6）より該当部分を抜粋した

ものである。 

 

資料 2  Basic Earthquake Policy – Homeowners 

    ホームオーナーズ向けの基本限度補償契約の約款のコピーである。 

 

 
資料 3 日本とカリフォルニア州の地震保険制度の概要比較 

日本とＣＥＡの地震保険制度を比較したものである。 
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■日本とカリフォルニア州の地震保険制度の概要比較 

項  目 日本 
 カリフォルニア州 

（CEA） 

1.制度名 地震保険 

 

1964年の新潟地震を契機に1966年に『地震

保険に関する法律』に基づき発足 

Earthquake Insurance 

1996年12月から引受開始 

(1994年のﾉｰｽﾘｯｼﾞ地震で保険会社の撤退が

相次いだことから制度化) 

2.運営主体 

（国の関与） 

民間保険会社が元受 

民間会社は引受けた地震契約を日本地震再

保険株式会社(JERC)にすべて出再。 

JERCは政府と民間保険会社に一部を再々保

険する。 

California Earthquake Authority 

(CEA：州政府の地震公社) 

州政府および保険庁官をメンバーとする理

事会がCEAの最高意思決定機関。連邦政府は

関与しない。 

3.引受方法 火災保険に付帯(原則自動付帯) 

 

契約者の意思により付帯させないことも可

能 

火災保険に付帯(任意付帯) 

 

法律で火災保険契約時に保険会社は地震保

険を付帯できる旨説明することを義務付け

4.対象物件 居住用建物、生活用動産 住宅、家財 

5.担保リスク 地震、噴火またはこれらによる津波を原因

とする損壊、火災、埋没、流失等による損

害 

地震による損壊 

（地震による火災は火災保険で担保） 

臨時費用有り 

6.料率 0.50‰～3.55‰ 

等地(4区分)、建物の構造(2区分)の8区分 

耐震等級や建築年による割引制度有り 

 

※2007年10月1日より下記料率を実施予定。

0.50‰～3.13‰ 

等地(4区分)注、建物の構造(2区分)の8区分

耐震等級、建築年、免震建築物、耐震診断

による割引制度有り 
注：激変緩和のため、同一等地内で料率が異なる場合

がある。 

最低：0.43‰、最高：8.05‰ 

地域：19 区分（ZIPコードによる分類） 

建物の構造・築年別（8区分）、階数（2区分）

建築年・耐震補強による割引制度有り（5％）

料率はEQECAT社に依頼して算出。 

想定地震数はおよそ15万。 

 
 

7.引受限度額 

または契約 

上の制限 

付帯される火災保険の保険金額の30～

50％、かつ、建物 5,000万円、生活用動産

1,000万円を限度 

建    物 保険価額 

家  財 US$ 5,000～100,000 

臨時費用 US$ 1,500～ 15,000 

8.保険金支払 

上の制限 

１回の地震等につき総額で5兆円（5兆円以

上の場合は比例的に削減可能） 

損害割合が建物3％(動産10％)未満は免責 

１回の地震につき総額で約US$81億（2006

年8月現在。不足した場合は比例的に削減可

能。） 

免責金額：保険金額の15％ 

（1999年以降は10％も選択可） 

9.民間保険会 

社の役割 

販売、集金、証券発行、損害査定を行い、

リスクの一部を受再し保有 

販売、送金、査定、保険料の集金 

 

CEAに加盟していない会社は独自の地震保

険を販売（CEAの補償内容よりも手厚いが、新築物

件限定や特定の地域を除くなど引き受けに制限を行

っている。補償内容ではCEAでは含まないプールなど

の付属設備を含み、耐震改修割引率を10％とするなど

となっている。） 

 

資料3 
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